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ドイツにおける私学助成の法的構造
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１　ワイマール憲法下までの法状況
　１－１　私学助成の法制史
　ドイツにおいては、19世紀末から20世紀初頭にかけて、私学は女子中等
教育や職業教育の領域を中心に量的にかなりの拡大を見たのであるが、プ
ロイセン一般ラント法（1794年）以降の「国家の学校独占」（staatliches 
Schulmonopol）と「公立学校の私立学校に対する優位の原則」の法制下
にあって、教育行政の運用実態は必ずしもそうした法制に対応しておら
ず、実際の教育行政はほとんど全ての州（ラント）で「私学に好意的」
（privatschulfreundlich）であったとされる（1）。
　たとえば、1907年に制定されたビュルテンベルク州の女子中等学校に関
する法律（Gesetz betr. die höheren Mädchenschulen v. 8. August 1907）は、
下記のように規定して、女子中等学校教員に対し公立学校教員と同様の恩
給権を保障するとともに、公費助成により同額の給与を保障したのであっ
た（2）。
　「私立の女子中等学校教員は、公立学校勤務のための任用要件を充足して
いる場合は、官吏がもつ恩給権（Pensionsberechtigung ）を賦与される」
（２条）。「女子中等学校教員は、常勤であれ非常勤であれ、国の俸給規程に
もとづいて給与を支給される」（17条）。
　またプロイセン州においては、当該私学の存在が公益上要請されること、
教授要綱が公立学校のそれに対応していること等を要件として、私立の女
子中等学校、中間学校および国民学校に対し、公立学校教員給与の80％ま
での教員給与が公費により助成された（3）。さらにバイエルン州もこれら２
州とほぼ同様の私学助成制度を擁していた（4）。
　１－２　ワイマール憲法と私学助成
　以上のような州レベルでの私学に対する助成制度を背景に、ワイマール
憲法の制定議会においても、いわゆる「私学問題」（Privatschulfrage）の一
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つとして、私学助成問題が審議の俎上にのぼった。すなわち、1919年 3 月、
憲法制定国民議会の憲法委員会において中央党のグレーバ （ーL.Gröber）議
員が「私学の自由と私学助成」と係わって、つぎのような提案をした（5）。
　「個人、協会および財団は私的な教育施設（Privatunterrichtsanstalten）
を設置することができる。かかる施設を経営し、そこにおいて教育を行うこ
とは、道徳的、学問的および技術的な事柄に関する法定の要件を充足して
おれば、各人の自由である。教員が国家試験に合格しており、教授要綱が
公立学校のそれに対応しておれば、かかる私的な教育施設への就学でもっ
て公立学校への就学は免除される。
　このような教育施設は、そこにおける教育がすべての国民階層の子ども
に無償で開かれている限り、それによる公立学校の経費節減（Entlastung）
に相当する助成を公的資金から受けるものとする」。
　しかしこの提案は「学校制度の世俗化と統一化」を主張し、ほんらい「私
学に敵対的」（privatschulfeindlich）な、議会第１党・社会民主党の強い反
対で成案を見るには至らなかった。
　1919年 8 月11日に公布されたワイマール憲法は私学に固有な条項を創設
し（147条）、私学制度を憲法上の制度として保障したのであるが、私学に
対する公費助成については結局のところ何ら触れるところはなかった。こ
の私学条項は社会民主党と保守派の中央党およびドイツ民主党とのいわゆ
る「ワイマールの学校妥協」（Das Waimarer  Schulkompromiß）の所産で
あるが、その際、３党間で次のような合意がなされた。「公立学校の新設
や拡張によって私立学校が深刻な経済的損害を被った場合には、国はかか
る私立学校に対して適切な補償を行う旨を定めたライヒ（Reich・ドイツ帝
国）の法律を制定する」との合意がそれである。しかし、このような法律
はついぞ制定されることはなかった（6）。
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２　ドイツ基本法下における法状況
　２－１　基本法の制定と私学法制の転換
　1949年５月に制定を見たドイツ連邦共和国基本法はナチス時代の反省も
あって「各州の文化高権」（Kulturhoheit der Länder）を全的に復活させた
のであるが、これに伴い、学校制度に関しては第７条（学校制度）１カ条
だけで規定するに止まった。こうして、ワイマール憲法下におけるのとは
異なり、連邦は学校制度の領域において各種の原則を定立したり、枠組規
程を制定する権限を有さないこととなった。基本法７条には拘束されるも
のの〈連邦法は州法を破棄する・Bundesrecht bricht Landesrecht〉,学校
法域の立法権限は独占的に各州に留保されるに至った。
　ところで、基本法７条の学校条項はドイツ教育法制史上、私立学校と私
学法域に重要なエポックをもたらした。すなわち、同条４項は「私立学校
を設置する権利は保障する」と規定して、「私学を設置する権利」を憲法上
の基本権として保障することによって、18世紀末以来の「公立学校の私立
学校に対する優位の原則」を破棄した。私学を固有の存在意義と独自の役
割をもつ教育施設として、学校法制上、公立学校と対等に位置づけたので
あり、かくして私学に関する法制度は従来のような「欠陥のある私学から
の国民の保護」といった消極的な観点からではなく、より積極的に「自由
な学校としての私学の独自性」（Eigenständigkeit als Freie Schule）という
観点から形成され規律されることが要請されることとなった（7）。
　このような私学法制の根本的な転換をうけて、1951年 8 月、各州文部大
臣常設会議（KMK）は「私立学校制度に関するドイツ連邦共和国各州の
教育行政協定」（Vereinbarung der Unterrichtsverwaltungen der Länder in 
der Bundesrepublik Deutschland über das Privatschulwesen vom 10./11. 8. 
1951）を締結する運びとなるが、この協定は、ワイマール憲法147条の施行
に関する各州の教育行政協定（1928年・1930年）と同じく、基本法７条の
私学条項についての各州合意の公式な解釈見解をなすもので、各州は本協
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定に所定の原則にもとづいて各種の手続きを進める義務を負うこととなっ
た。
　２－２　基本法制定議会と私学助成
　上述のように、ドイツ基本法はワイマール憲法を継受して私学に固有な
条項を擁し、また新たに私学設置権を憲法上の基本権として明示的に保障
したのであるが、私学に対する公費助成については何ら語るところがない。
この問題についての立憲者意思はどうであったのか。
　ワイマール憲法制定議会におけると同様、基本法制定議会評議会
（Parlamentarischer Rat・1948年 9 月～ 1949年 5 月）においても、私学助成
について憲法である基本法で規定すべきであるとの意見が出された。1948
年12月、ドイツ党のゼーボーム（Seebohm）議員は学校制度に関し基本権
条項を追加し、そこで私学助成について明記すべきであるとの提案をした。
提案理由は、大要、こう述べている（8）。
　「教育における発展の発意者かつ促進者としての私立学校が、その基本
的な役割を遂行し教育上の成果を挙げることができるように、そのための
諸条件についてこの基本法で規定しなければならない。近年、私学は広範
囲にわたって公立学校に係る国の経費を節減しており、したがって国は節
減された経費相当額を私学に助成することによって、私学の生存の可能性
（Lebensmöglichkeit）を確保しなくてはならない」。
　しかしドイツ党のこの提案は社会民主党を中心とする勢力の反対で否決
されることとなる。社会民主党のベルクシュトレーサー（Bergstraeßer）
議員の主張するところによれば、このような事柄はすべて「各州の事項」
（Sache der Länder）に属しており、連邦の憲法で規律されるべき事柄では
ないとされた。また自由民主党のフォイス（Heuss）議員も、私学に対して
その活動に相応した財政上の支援をうける権利を保障する条項を、この基
本法に設けることは全く不可能であるとの見解を示し、さらにドイツ共産
党のレンナー（Renner）議員も「共産党としての原理的な理由から」、私学
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助成条項の創設に反対を表明したのであった。こうした経緯を経て、その
後、自由民主党によって私学条項の修正案が提出されたのであるが、それ
は単に「私学を設置する権利は保障される。詳細は州法によって定める。」
とするもので、私学助成に関しては全く触れてはいなかった。
　以後、基本法制定議会評議会における「私学の自由」に関する論議はもっ
ぱら親の教育権、宗教教育および宗派学校・宗派共同学校に関する事柄に
集中し、私学助成がテーマとして取り上げられることはなかった。
　かくして1949年 5 月 8 日に基本法制定議会評議会において可決された基
本法草案７条４項の私学条項は、第１文は上記自由民主党の提案を採用し
たものであり、また第２文から第４文まではワイマール憲法147条１項の１
文から３文までの法文をそのまま継受したものであった（9）。
　以上のような基本法私学条項の成立史を踏まえて、先に触れた1951年に
締結された各州文部大臣常設会議の行政協定は、私学助成問題に関して、
つぎのような合意を含むこととなる（10）。
　「基本法７条およびこの協定からは、公費からの私学助成請求権は導かれ
ない。法的ないし財政的に可能な範囲内で、私立学校を直接ないし間接に
支援し、私立学校に対して公立学校と同様の処遇を保障するかどうかは、
各州の判断に委ねられる」（10項）。
　なお敷衍すると、上述のような基本法成立の経緯から、連邦憲法裁判所
も1987年のいわゆる「私学助成判決」（Finanzhilfe-Urteil vom 8.8. 1987）に
おいて、基本法７条４項１文の「私学の自由」条項と私学助成との関係に
ついて、下記のような見解を示すところとなっている（11）。
　「基本法の成立史から次のことは明白であると言えよう。すなわち、基
本法の立法者は基本法７条４項１文を親の教育権（６条）および特定の宗
教教育をうける権利（４条１項・２項、７条２項）との関連において規定
してはいるが、しかしそれとは文脈を異にして、この条文は国家の学校独
占の否定のもとでの特別な自由権（besonderes Freiheitsrecht）を規定し
たものであるということである。したがって、私学の自由の憲法上の保障
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は、基本法に明記されていない私学助成請求権（Subventionsanspruch）を
包含するものではない」。
　２－３　1950年代までの各州における法制状況－州憲法による私学助成
　　　　　請求権の保障
　第２次大戦後、イギリス、フランス、アメリカ占領地域の各州において
は、基本法の制定に先立って、州憲法が制定されたのであるが、それらの
州憲法はすべて私学条項を擁していた。バイエルン州憲法134条（1946年）、
ブレーメン州憲法29条（1947年）、ヘッセン州憲法61条（1946年）ラインラ
ント・プファルツ州憲法30条（1947年）、ザールラント州憲法28条（1947
年）がそれである（12）。
　そしてここで特記に値するのは、ラインラント・プファルツ州憲法とザー
ルラント州憲法が、それぞれ以下のように書いて、私学の「公費助成請求
権」（Anspruch auf öffentliche Zuschüsse）という新しい権利を創設し、そ
れを憲法上保障するに至っているという法現実である。
◦ラインラント・プファルツ州憲法30条―「公立学校の代替としての私立
学校は、申請にもとづき、公費による適切な財政援助（angemessene 
öffentliche Finanzhilfe）をうける。公費による財政援助の条件およ
び助成額に関する詳細は、法律でこれを定める」。
◦ザールラント州憲法28条３項―「公立学校の代替としての私立学校は、
その任務を遂行しその義務を履行するために公費助成請求権を有す
る。詳細は法律で定める」。
◦同州憲法28条４項―「公益に立脚した教育を行い（auf gemeinnütziger 
Grundlage wirken）、その構成と編制が公立学校に適用されている法
規定に対応している私立の基礎学校、基幹学校および特別学校に対
して、学校設置者の申請に基づき、州は経常的な人件費および物件
費のための必要な経費を、公立学校の場合の基準に準拠して支給す
るものとする」。
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　また基本法の制定後になるが、1950年に制定を見たノルトライン・ウエ
ストファーレン州憲法と1953年のバーデン・ビュルテンベルク州憲法も、
上記ラインラント・プファルツ州憲法とザールラント州憲法をうける形で、
それぞれ次のように規定して、私学助成請求権を憲法上の基本権として保
障したのであった。
◦ノルトライン・ウエストファーレン州憲法８条４項―「認可された私
立学校は公立学校と同様の権利を有する。かかる私学はその任務を
遂行し義務を履行するために必要な公費助成をうける権利を有す
る」（13）。
◦同州憲法９条２項―「８条４項にいう私立学校は、州の負担において、
授業料の徴収を放棄することができる。かかる私立学校が教材・教
具の無償制を実施する場合は、かかる私立学校に対しては公立学校
と同様の方法で教材・教具が支給されるものとする」。
◦バーデン・ビュルテンベルク州憲法14条２項―「公の需要（öffentliche 
Bedürfnis）に応え、教育的に価値が有るものとして認められ、かつ
公益に立脚した教育をしている私立学校は・・・財政的な負担の均等
を求める権利（Anspruch auf Ausgleich der finanziellen Belastung）
を有する」。
　これらの州憲法の私学助成条項は、基本法142条＝「州の憲法条項は、こ
の基本法の１条から18条までの規定に適合して基本権を保障する限り、効
力を有する」により、基本法７条の私学条項に抵触しない限り効力を有す
るのであり、そしてこの場合、当時の有力な憲法学説によれば、州憲法で
基本法７条が保障する権利よりもさらに広範な権利を保障することは、つ
まりは、「私学の自由」保障を超えて、私学助成請求権を保障することは憲
法上可能だと解されたのであった（14）。
　以上のような経緯を経て、1950年代の前半から半ばにかけて、各州はそれ
ぞれ独自の私立学校法を制定する運びとなるが、その目的は、基本法７条お
よび各州憲法の私学条項をうけて、法律レベルでそれを具体化し、私学法
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制を独自の法域として形成することにあった。そして、こうして生まれた
1950年のバーデン州私立学校法（Landesgesetz über das Privatschulwesen 
und den Privatunterricht v.14.11.1950）と1951年のハンブルク州私立学
校法（Gesetz über die Rechtsverhältnisse der privaten Unterrichts-und 
Erziehungseinrichtungen in Hamburg v.25.5.1951）は、H. ヘッケルの評に
よれば、「ドイツにおける最初の現代的な私立学校法」としての位置を占め
たのであった（15）。
　ちなみに、たとえば、ハンブルク州私立学校法は全文15カ条からなり、
その規定内容は下記のようであった。
1 条（私学の設置）、2 条（認可義務の存する私学）、3 条（認可の申 
請と賦与）、4 条（承認を受けた私学）、5 条（届出義務の存する私 
学）、6 条（州による監督）、7 条（認可の取消と私学存続の拒否）、8
条（名称）、9 条（その他の教育施設）、10条（私教育）、11条（強制手
段）、12条（罰則規定）、13条（経過規定）、14条（学校法の改正）、15
条（施行）。
　一方、旧東ドイツにおいては、1949年に制定されたドイツ民主共和国憲法
（Verfassung der Deutschen Demokratischen Republik v.7. 10,1949）が、ワ
イマール憲法の影響を受けて、「子どもを民主主義の精神に従って、精神的
および肉体的に有能な人間に教育することは、親の自然的権利であ（る）」
（31条）と規定して、親の自然的教育権を憲法上の基本権として認めながら
も、親の教育権に対応している筈の私学の存在や私学教育の自由について
は、「公立学校の代用としての私立学校は認められない」（38条１項）と規
定して、これを全面的に否定したのであった。これを受けて、就学義務法
（1950年）により、「就学義務は公立学校で履行されるものとする」（２条）
とされたのであった。
　２－４　1950年代～60年代の学説状況－私学助成請求権の法理論
　第２次大戦後、旧西ドイツにおいては通貨制度改革が行われたのである
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が、それに伴なっての貨幣価値の下落と賃金の上昇および物価の高騰など
で、私学を取り巻く経営環境は一段と厳しさを増した。こうして私学に対
する公費助成問題が教育政策上の重要課題の一つとして位置づくことにな
る。
　このような状況下にあって、学校法学の観点からこの問題に最初に本格
的に取り組んだのは、ドイツにおける学校法学の始祖、H・ヘッケルであっ
た。ヘッケルはまず1950年の論文「基本法と学校」と翌51年の論文「1945年
以降のドイツ学校法の発展」において、基本法7条の私学条項は「私学の自
由」を憲法上の基本権として保障するとともに、私学制度を憲法上の制度と
して保障したものであることを確認したうえで（16）、1951年から1957年にか
けて公にしたモノグラフィ 「ー私立学校法の基本概念と基本的問題」（1951
年）、「民主的な学校制度構築に際しての私学の意義」（1952年）、「私立学校法
の発展動向」（1964年）および不朽の名著「ドイツ私立学校法」（Deutsches 
Privatschulrecht・1955年）、「学校法学（初版）」（Schulrechtskunde・1957
年）、「学校法と学校政策」（Schulrecht und Schulpolitik・1967年）などに
おいて、私学に対する公費助成の必要性と重要性を力説し、そしてそれを
制度的に担保するために、私学法制上の固有の権利として「私学助成請求
権」を定位しその理論化と深化に努めたのであるが、その骨子を摘記すれ
ば、以下のようである（17）。
　「今日の各州の私立学校法制は基本法７条４項の意義と本質的内容に
見合うものとなっているであろうか。この場合、『公益の追求を旨とす
る私学』（gemeinnützige Privatschule）と『自益追求型の営利的私学』
（erwerbswirtschaftliche Privatschule）を区別することが肝要である。前者
は公費による助成がなければ存続できないし、公益に資する教育活動を行
うこともできない。基本法７条４項が保障する基本権が、財政的な理由か
ら、自益追求型の営利的私学においてしか現実化されないのであれば、同
条項は空虚で無意味なものになってしまう」。
　「基本法７条４項の欠陥は、同条項が規定している私学の制度としての保
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障が財政的な裏づけを欠いているということである。私学が自由な教育活
動を遂行しその教育上の任務を履行すべきであるのなら、それを可能にす
るために、私学は公費助成請求権（Anspruch auf öffentliche Finanzhilfe）
を享有しなくてはならない。
　そうでなければ、私学はその私経済的な経営形態のゆえに、いわゆる『富
裕層のための学校』（Plutokratenschule）と化し、親の資産状況による子
どもの選別を禁止した基本法７条４項に違反することになる。私学は教育
活動上の諸条件に関して、基本的に、公立学校のそれに匹敵する場合にだ
け、存在が可能なのであり、教育上の任務を遂行することができる。
　私学を法的に保障するということは必然的に、私学を財政的にも保障す
るということを帰結することとなる」。
　「基本法７条４項は、親の資産状態によって生徒の選別が助長されないこ
と、教員の経済的および法的地位が十分に確保されること、を私学設置の
認可条件としているが、これらの条件は公費による助成がある場合にだけ
充足されうる。私学が法定の認可条件を充足しうる範囲内にあるのに、国
家がこれを助成しないのであれば、理論的にはこのような私学は認可され
てはならないことになる。その結果はあらゆる論理に矛盾する。
　このことから、ノルトライン・ウエストファーレン州が法的に現実化し
ているような、公益追求型私学の必要な範囲内における公費助成請求権が
導かれる。このような請求権が承認されて始めて、基本法７条４項の意義
が現実化されることになる。それは法的に保障されたものを財政的に可能
にし、保障するということなのである。こうして私学はその制度的保障の
本質的内容をなす、公立学校との対等の地位を確保できることになる。私
学は公立学校とともに公の需要に応えているのである」。
　「基本法７条の私学条項が国の私学に対する助成義務を明記していな
いのは、『私学に好意的で、したがってまた学校の自由にも好意的な』
（privatschulfreundliche und damit schulfreiheitsfreundliche）基本法とし
ては大きな欠陥だといえる。
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　基本法は７条１項で私学設置権を保障し、そしてそれでもって制度とし
ての私学制度を保障している。しかしその財政的現実化については沈黙し
ており、私学に対する保障思想（Garantiegedanken）が貫徹されていない。
私学が自由な教育活動を展開すべきであるなら、営利追求を志向すべきで
ないなら、私学は公費助成請求権を享有しなければならない。ただこの請
求権は『公益の追求を旨とする私学』だけが根拠づけられる。
　かくしてかかる私学は先駆的で創造的な教育活動を行い、公立学校の鏡
や規準となり、公立学校を鼓舞する存在となることができる」。
　「固有な教育的特性を擁する私学（Privatschule besonnderer pädagogi-
scher Prägung）に対しては、その特別な目的や課題が達成できるように公
費助成が確保され、助成額が増額される必要がある」。
　「私学の生徒の親は公立学校財政のための税負担をしたうえで、その子を
私学に就学させるという憲法上の権利を行使しようとすれば、さらに高額
な授業料を負担しなければならないのは不条理である」。
　上記のようなH. ヘッケルの所論は当時の有力な学説によって積極的な
評価をうけることになる。たとえば、A. ズスターヘンはヘッケルとほぼ同
旨の理論的立場から私学の公費助成請求権を根拠づけ、その法制化を強く
主張しているし（18）、A. ケットゲン、A. ハーマン、W. ガイガー、H. ペー
タース、A. F.v. カンペンハウゼンなども上記私学助成請求権説を基本的に
支持したのであった（19）（20）。
　しかし一方でいうところの私学助成請求権説に対しては、著名な憲法学
者や行政法学者からの厳しい批判が見られた。私学助成違憲説の立場から
の批判である。たとえば、R. ト―マは大要、こう述べている（21）。
　「私学が公費による助成請求権をもつことは自由な学校としての私学の
特性を阻害することになる。私学助成請求権をもつ私学はすでに私学では
なく、公立学校に近いものとなる。公費によって経費を賄われた私学（Die 
öffentlich finanzierte Privatschule）はそれ自体が矛盾した存在である。私
学助成請求権を認めることは、私学の自由と独立性を保障した基本法に違
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背し、無効である」。
　このように私学助成違憲説は、詰まるところ、「私学の自由」ないし「私
学の独自性」と私学に対する公費助成は矛盾・対立し、憲法上、相容れな
いと論結しているのであるが、くわえて、「私学の自由」のような自由権
的基本権からは国家に対する「給付請求権」（Leistungsrecht）は導かれな
い、とするのが当時の憲法学の通説でもあった（22）。
　このような私学助成違憲論に対して、ヘッケルは「ノルトライン・ウエ
ストファーレン州憲法８条４項は効力を有するか」（1952年）という論文
で、大要、以下のような反駁を加えたのであった（23）。
　「私学の特質は経費の自己負担（Selbstfinanzierung）にではなく、自由
と独立性の確保にこそ存する。国は補助金によって不当な影響力を行使す
る危険性が常に存在する。しかし国の補助金政策は憲法秩序に拘束され、
基本法19条２項＝「いかなる場合においても、基本権はその本質的内容を
侵害されてはならない」（筆者）によっても制約される。私学に引きつけて
言えば、私学助成は決して国に直接的であれ、間接的であれ、私学に対し
て事実上の影響を及ぼす権能を与えるものでなない、ということを意味す
る。国はその財政上の権能でもって私学の内的活動領域に介入してはなら
ない。私学は助成を要求し、助成をうけることで、私学にとって放棄する
ことのできない自由権を買い取って貰う必要なない。私学の自由と私学助
成との関係について、以上のような原則に立脚することは、基本法に抵触
するものではなく、それどころか基本法の意義を現実化するものなのであ
る」。
　また当時、リベラルで民主的な教育行政・学校法学説の双璧として、ヘッ
ケルと並び称されたH. ベッカーも、1953年の論文「誰が文化的自由を財政
的に裏づけるのか」（Wer finanziert die kulturelle Freiheit）において、この
問題と係わってより根元的に下記のような見解を表明したのであった（24）。
　「国家は文化的自由に財政的な裏づけを与える。しかし国家がその財政支
援を自由の制限へと濫用すれば、国家はそれによって自らの存在を危うく
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することになる」。
　以上のような理論状況下において、1954年、ドイツ教育制度委員会は「私
立学校制度の諸問題に関して」と銘打った勧告を公にした。この勧告は７項
目から成っているが、その第６項は下記のように書いて、私学助成政策の
推進を促すとともに、「私学の自由」への介入を厳に戒めたのであった（25）。
　「特別な程度に固有の教育上の特色をもつ私学の教育を助成金を出すこ
とによって促進することを勧告する。私学に対する大規模な公費助成に
よってだけ、基本法が求める親の所得による生徒の選別を回避し、教員の
法的、経済的地位が十分に保障されうることになる。助成額は同規模の公
立学校教員の平均的給与を考慮して,合目的的に決定されなくてはならな
い。財政上の支援は法的に保障された『私学の自由』への介入を伴うもの
であってはならない」。
３　連邦行政裁判所と連邦憲法裁判所の「私学助成判決」
　３－１　1960年代後半以降の連邦行政裁判所「私学助成判決」―私学助
　　　　　成請求権の承認
　シュレスビッヒ・ホルシュタイン州の私立の体操・ダンス学校に対する
公費助成事件に関する判決（1966年）を皮切りに、1960年代後半から80年
代の半ばにかけて、連邦行政裁判所は私学助成をめぐる一連の争訟事件に
おいて、上述したような学説を踏まえ、独自の判例理論を展開し蓄積して
きた（26）。これらの事件は、州法がいうところの私学助成請求権を法認して
いない州の私学設置者が提訴したものであるが、連邦行政裁判所は基本法
７条４項の「私学の制度的保障」から私学助成請求権を連邦憲法上の権利
として導出し、この権利をこれらの州の私学設置者に対しても肯認したの
であった。この間に展開された私学助成に関する判例理論は多岐にわたっ
ているが、その中核部分を摘記すれば、以下のようである（27）。
①基本法は私学制度を保障することによって、「国家の学校教育独占」を
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否定している。私学は国家とともに、ないし国家に代わって公の教育
課題（öffentliche Bildungsaufgabe）を担っている〈公立学校と私立学
校の等位性（Gleichrangigkeit）の原則〉。
②基本法７条４項は私学に対する公費助成について規定していない。ま
た自由権の法益は一般的には給付行政に対する給付の請求権までは含
まない。しかしこれには例外がある。公的な助成がなければ、立法者
の意思に反して、当該制度が維持できないような場合にあっては、当
該制度の憲法上の保障から給付請求権（Leistungsanspruch）が導出さ
れる。私学の制度としての憲法上の保障はまさにこれに該当する〈基
本権実効化(Grundrechtseffektivität)の原則〉。
③私学は教育上ならびに財政上、国の負担を軽減しており、このことも
私学に対する公費助成を根拠づける。
④基本法上、私学は公立学校に劣らない教育レベルを維持し、教員の経
済的地位を確保することが求められていると同時に、親の資産状態に
よって子どもを選別してはならないとされている。ここから私学の公
費助成請求権が導かれる。その権原は私学の存在とその必要性に対す
る憲法上の要請、およびこれに対応した国家の義務に求められる。
⑤国家は基本法20条１項が要請するところにより、学校制度の領域にお
いても社会国家の理念が実現されるように配慮しなくてはならない。
⑥私学助成請求権が導かれるのは、つまりは国家の私学に対する
助 成 義 務 が 発 生 す る の は、 制 度 と し て の 私 学 総 体 の 存 続 保 障
（Bestandgarantie）のために必要な場合であって、個々の私学のそれ
ではない。
⑦私学助成制度を具体的にどのように形成するかはそれぞれの州に委ね
られており、様々な態様が有りうる。基本法上の要請としては、私学
助成の下限が設定されているだけである。
⑧私学のうち代替学校だけに私学助成請求権が保障される。補充学
校は助成対象とはならない。前者は公的な学校制度（öffentliche 
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Schulwesen）に参画しているからである。
⑨私学の側に公費助成を受ける必要性が存在することを前提に、不足資
金の相当部分は設置者自身が調達しなくてはならない〈公費助成の副
次性の原則〉。
⑩私学に対する公費助成の条件は基本法７条４項が規定する認可条件の
充足と助成の必要性（Hilfsbedürftigkeit）の存在である。たとえば、
税法上の公益性などの条件を追加することは許されない。
⑪私学助成は客観的に正当な理由が存する場合においてだけ認められ、
それは私学の経営破綻を回避するために効果的なものでなくてはなら
ない〈私学助成の有効性（Effektivität）の原則〉。
⑫私学助成は学校設置後の学校の維持のためのものであり、学校の設置
に係る経費は対象とならない。
　３－２　連邦憲法裁判所「私学助成判決」（1987年）―私学に対する国の
　　　　　保護義務の確認
　上述のように、連邦行政裁判所は1966年の私学助成に関する最初の判決
以来、私学設置者の国に対する私学助成請求権を憲法上の権利として承認
し、これに関する判例法理を構築し発展させてきたのであるが、連邦憲法裁
判所がこの問題について初めて判断を示したのは、1987年のいわゆる「私
学助成判決」（Finanzhilfe-Urteil）においてである。
　この事件は、私学助成の対象を就学義務年齢段階の児童・生徒だけに限
定し、また助成額について宗派学校とその他の私学とで異なる取扱いを定
めた、ハンブルク州私立学校法（1977年）の合憲性が争われたケースであ
るが（28）、この件に関して、連邦憲法裁判所は上記のようなハンブルク州私
立学校法は基本法３条１項の平等原則および７条４項に抵触し、違憲・無
効であるとしたうえで、下記のように判じたのであった（29）。
①基本法７条４項は国に対して私立の代替学校制度を保護する義務を課
している。
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②国のこの一般的な保護義務（Schutzpflicht）から導かれる具体的な行
為義務（Handlungspflicht）は、代替学校制度がその存続を脅威に曝
された場合に発生する。
③国のこの保護義務がどのような方法で履行されるかについて、立法者
は決定する義務を負う。代替学校を財政的に援助するという国の保護
義務の範囲内において、立法者が決定するに際して、立法者は基本法
３条１項にもとづく制約に服する。
　連邦憲法裁判所のこの判決は、1960年代半ば以降、連邦行政裁判所が
一連の私学助成判決において蓄積し確立した上述のような判例法理を踏
まえたうえで、新たに国の私学に対する「保護・促進義務」（Schutz-und 
Förderungspflicht）という基本概念を創出し、この概念を基軸に据えて私
学に対する公費助成を憲法上に位置づけているのであるが、その具体的な
内容の骨子を摘記すると、下記のようである（29）。
①基本法７条４項による「私学の設置・経営権」の保障は「国家の学校
教育独占」の否定と「学校の多様性」（Schulvielfalt）という憲法上の
原則の表明にほかならない。
②基本法７条４項の「私学の自由」保障の歴史的な解釈から、この条項
からは国の私学に対する助成義務も、私学の国に対する助成請求権も
導かれない。
③しかし各州は、基本法７条４項にもとづいて、私学の制度的保障を超
えて、私立学校制度を公立学校制度とともに促進し、その存続を保護
する義務を負う。この義務は代替学校についてだけ存し、補充学校に
は及ばない。
④国は私学を認可することだけにその役割を限局してはならない。基本
法７条４項が保障する基本権が、同条所定の認可要件によって、現実
にはほとんど行使されえないということを、国は考慮しなくてはなら
ない。国は私学に対して、その特性に応じて、自らを実現できる可能
性を保障しなければならない。
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⑤重要なのは、親の資産状態と関係なく、私学が誰でも入学可能でなけ
ればならないということである。どの程度の授業料までが憲法上許さ
れるかは一義的に画定できないが、高すぎる授業料は基本法７条４項
が保障する「私学の自由」の憲法上の保障に抵触する。
⑥基本法７条４項が、存続が不可能な代替学校を設立するという、無価値
な個人的権利の保障条項ないし私学にとって無益な制度的保障条項に
堕すべきでないのであれば、この憲法条項は私立の代替学校を援助し
促進することを立法者に義務づけたものと解されなくてはならない。
この義務は客観法上の義務（objektiv-rechtliche Verpflichtung）であ
る。
⑦制度としての代替学校の存続が明らかに危殆に瀕した場合に、国の一
般的な保護義務から具体的な行為義務が発生することになる。それは
個々の私学の困窮を除去するためではなく、私学全体の制度としての
維持のために必要とされるものである〈私学助成請求権の限界〉。
⑧国が負う助成義務は、私学が基本法７条４項に所定の認可条件を充足
するための、学校として存続が可能な最低限度額（bis zur Höhe des 
Existenzminimus）についてまでである。
⑨国の保護義務の根拠は私学制度の憲法上の保障、つまり個人の自
由の促進にあるから、国は学校設置者に対して相応な自己負担
（angemessene Eigenleistung）を求めることができる（30）。学校設立の
ための当初資金と施設設備費は設置者の自己負担に属する。学校設置
のための費用については助成請求権は存しない。州による助成は私学
の維持のためのものである（31）。
⑩たとえば、直接的な財政補助によるか、物的給付をするかなど、どの
ような方法で立法者が私学に対する促進義務を履行するかは、立法者
の権限に属している。
⑪国の私学に対する促進義務は社会によって理性的に期待されうる範囲
内に限られる〈いわゆる可能性の留保・Möglichkeitsvorbehalt〉。立
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法者がその範囲を決定するに際しては、他の社会制度および平等原則
（基本法３条）を考慮しなくてはならない。
⑫私学設置者の公費助成請求権は基本法７条４項にもとづく直接的な憲
法上の権利（verfassungsunmittelbare Anspruch）ではなく、法律で
規定されて始めて具体的な請求権となる（32）。
４　現行私学助成法制の概要
　1987年の上記連邦憲法裁判所「私学助成判決」の後、旧西ドイツの11州す
べてにおいて私立学校法ないし学校法の私学助成関係条項が改正された。
また1990年のドイツ統一によってドイツ連邦共和国の新州となった旧東ド
イツ地域の５州においても、基本法の適用をうけて私学の設置が可能とな
り、州憲法による「私学の自由」と私学助成請求権の保障を基軸とした私
学法制の形成を見るに至った（33）。
　ところで近年、ドイツにおいては私学が俄かに勢いを増して「私学ブー
ム」（Privatschul-Boom）の様相を呈しており（34）、私学助成問題は教育政
策上、一段とその重要度を増しているのであるが、各州の現行私学助成法
制は、上記連邦憲法裁判所の判決に照らすと、トータルとして見ればなお
不十分な法状況にあるとされている（35）。私学助成の対象を承認された代替
学校だけに限定している州法などがその例であるが、現行の私学助成法制
についてその概要を記すと、下記のようである（36）。
　なお州の名称は下記のような略称を使用する。
バイエルン＝Ba  ベルリン＝Be  ブランデンブルク＝Bra  ブレーメン＝
Bre  バーデン・ビュルテンベルク＝BW  ハンブルク＝Ha  ヘッセン＝He 
ノルトライン・ウエストファーレン＝NW  ニーダーザクセン＝Ns  メッ
クレンブルク・フォアポンメルン＝MV  ラインラント・プファルツ＝RP 
ザールラント＝Saar  ザクセン＝Sachs 　ザクセン・アンハルト＝ SA 　 
シュレスビッヒ・ホルシュタイン＝SH　　テューリンゲン＝Thü
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　４－１　私学助成の法的根拠―私学助成請求権の州憲法による保障
　ドイツ16州のうち12州の州憲法において「私学の自由」が明示的に保障
されているのであるが、これと併せて、Bra, BW, Ns, NW, RP, Saar, Sachs, 
SA, Thüの９州の州憲法が私学設置者の公費助成請求権を憲法上の権利と
して明記している。
　新州についてだけ規定例を引けば、たとえば、Thü州憲法は「認可をう
けた代替学校は公費助成請求権（Anspruch auf öffentliche Zuschüsse）を
有する」と規定しているし（26条）、またSA州憲法も「代替学校はその任
務を遂行するために必要な公費助成の請求権を有する」（28条２項）と書い
ている。
　州憲法が私学助成条項を擁していない州においては、一般法である
学校法（Schulgesetz）ないし私学に固有な特別法としての私立学校法
（Privatschulgesetz）の私学助成関係条項でこれについて規定している州も
あれば（Be, Haなど）、私立学校財政法（Privatschulfinanzierungsgesetz）
を単独法として制定しこれに関する定めを置いている州も見られている
（Ba, Heなど）。
　４－２　私学助成請求権をもつ私学の種類
　ドイツの私学は法制上、大きく「代替学校」（Ersatzschule）と「補充学
校」（Ergänzungsschule）に区分されるが、前者にも「認可をうけた代替学
校」（genehmigte Ersatzschule）、「特別な教育的特性をもつ認可をうけた
代替学校」（genehmigte Ersatzschule besonderer pädagogishe Prägung）、
「承認をうけた代替学校」（anerkannte Ersatzschule）の法的区分が存する。
　私学助成の対象とされているのは原則として代替学校であるが、すべて
の種類の代替学校に私学助成請求権を保障している州がもっとも多く、Ha, 
He, SH, Thü州など10州に及んでいる。これに対して、Ba, Nsなど４州にお
いては承認をうけた代替学校と、自由ヴァルドルフ学校など特別な教育的
特性をもつ代替学校だけにこの権利を認めており、BWでは助成対象とな
319
ドイツにおける私学助成の法的構造
る代替学校のカタログを限定列挙している。助成対象私学をかなり厳しく
制限しているのはRPで、同州では承認をうけた代替学校だけが助成対象と
されている。
　このように、私学助成の対象となる代替学校の種類を限定している州が
６州見られているが、ただこの点については、上述した連邦憲法裁判所の
判例とは相容れないとするのが学校法学の通説である（37）。
　一方、補充学校は原則として助成対象から排除されているのであるが、
BW, Thü, Saar州など４州では例外的に一定の条件下で補充学校にも助成
請求権を容認するところとなっている。
　４－３　私学助成の要件としての私学法上の公益性
　私学に対する公費助成の要件として、基本法７条４項が定める設置認可
要件の充足にくわえて、Ha州など８州で当該私学に対し「私学法上の公益
性」（privatschulrechtliche Gemeinnützigkeit）が求められている。ここで
「私学法上の公益性」とは、利潤の追求ではなく、宗教的、世界観的、教育
的な目的の追求をもっぱらとすることをいう（38）。
　４－４　私学助成の要件としての税法上の公益性
　上記の「私学法上の公益性」に加えて、Ba, He, SA, Thüの４州において
は「税法上の公益性」（steuerrechtliche Gemeinnützigkeit）を有すること
が私学助成の要件とされている。規定例を引けば、たとえば、Bay州学校
財政法（2000年）はこう規定している。「公法上ないし私法上の法人によっ
て設置・経営され、公益上の基盤にもとづいて活動している学校だけが州
からの助成を受けることができる」（29条２項）。
　この結果、法人立の学校だけに助成請求権が認められ、自然人立の代替
学校は助成対象から除外されることになるので、この要件を違憲視する有
力な学説も見られている（39）。　
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　４－５　助成対象費目
　助成対象の費目はHe, BW, SAなど12州で人件費および経常的物件費とさ
れているが〈通常補助・Regelfinanzhilfe〉、Berl, Bra, Haの３州にあっては
人件費だけに限定されている。建築費助成が義務づけられているのはRPと
Saarlの２州だけで、それ以外の州では「任意」もしくは「財政状況により」
とされている。
　なおBWでは従来、建築費は私学助成の対象とされてきたが、1990年の
私立学校法改正で建築費助成条項が削除された。しかしこの私立学校法改
正は1994年、連邦憲法裁判所によって違憲・無効とされた（BVerfG Ent. v. 
9.3.1994〈Baukosten-Entscheidung〉）。
　その他に教育権者に対して授業料補助を実施している州もあれば（Ba）、
生徒に対する奨励金を給付している州もある（BW, Saなど）。さらに教員
の老齢年金に対して補助をしている州もあれば（Ns, RPなど）、私学におけ
る教材・教具の無償制を補助している州もある（He, NWなど）。
　４－６　助成額の割合
　経常費に対する助成額の割合は州により、また学校種によっても各様で
ある。たとえば、Thür州では経常費助成は人件費助成と物件費助成から
成っているが、一般陶冶学校と上級職業学校の場合、人件費は100％の助成
を受けているが、その他の学校種ではその割合は70％となっている。
　Berlにおいては人件費助成の割合は1987年の75％から段階的に引き上げ
られ、93年以降は相応する公立学校教員の平均給与額までの助成となっ
ている。Breでは生徒数に応じた人頭割が1982年に公立学校比で85％から
75％に引き下げられ、またNWにおいては従来、経常費の94％助成が行われ
ていたが、今日ではその割合は85％となっている。さらにBraでは上記Berl
の規定が同州にも適用されて100％の人件費助成を受けているのであるが、
促進学校（Förderschule）については例外的にその割合は125％に及んでい
る（40）。
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　４－７　助成方式
　助成方式としては大別して2種類がある。
　一つは、必要額ないし不足額補填方式（Bedarfs-oder Defizitdeckungs-
verfahren）で、相応する段階の公立学校の標準経費を基準とし、授業料等
による学校設置者の収入によって賄えない不足額の一定割合を州が助成す
るという方式である。Saarl州とSH州がこの方式を採用している。
　他は、包括方式（Pauschalverfahren）ないし人頭割方式（Kopfsatzverfahren）
と称されるもので、生徒数・教員数・学級数などを基に当該私学の経常費
を算出しその一定割合を州が補助するもので、ほとんどの州がこの方式を
採用している。
　４－８　待ち期間
　Saar州を除くすべての州において、学校の設置認可をうけて一定期間後
に私学助成請求権が発生するという、いわゆる「待ち期間」（Wartefrist）
が設定されている。その目的は当該私学の財政的な確実性と教育責任の遂
行を見定めたうえで公費を投入し、その効果的な使用を期すことにある。
　「待ち期間」は３年の州がもっとも多く、BWやThüなど７州がそうであ
る。２年の州もあれば（Bra, MV）、４年の州も見られている（Sachs, SH）。
ちなみに、連邦憲法裁判所は待ち期間を３年と定めたBW州法は合憲であ
るとの見解を示しているが（BVerGE90, 107ff.）、しかしこの制度に対して
は有力な違憲説もみられている（41）。
　４－９　当該州の子ども条項（Landeskinderklausel）
　その州に住所をもつ生徒もしくは当該の州と助成協約を締結している州
の生徒だけを助成対象とするもので、Bre州やSH州などでこのような方式
が採用されている。この結果、たとえば、SH州の寄宿学校（Internatschule）
は本来の助成額から25％削減された状況にあるとされる（42）。このような子
ども条項を規定したBre州の私立学校法の合憲性が争われたケースで、連
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邦憲法裁判所はこの制度に憲法上の疑義はないとの見解を示している（43）。
　４－10　私学助成における信頼関係保護の原則
　この原則はNW州憲法裁判所の理論的創造に係るもので、私学助成を削
減する場合には当然に考慮されなくてはならないとされる。以下のように
判じている。「数十年以上にわたって実施されてきた私学助成規程は確たる
信頼関係を創造している。したがって、この規程を変更し私学助成を削減
する場合は信頼関係保護の原則（Grundsatz des Vertrauenschutzes）が考
慮されなくてはならず、削減はただ逐次的にしか行うことはできない」（44）。
（注） 
（１）　H. Heckel, Deutsches Privatschulrecht, 1955, S.38.
（２）　H, Heckel, a.a.O. S.132. W. Grewe, Die Rechtsstellung der Privatschulen nach dem Grundgesetz, 
In: DÖV (1950), S.33.
（３）　W. Kühn, Schulrecht in Preußen, 1926, S.429. たとえば、中間学校に対する私学助成の根
拠法：Regelung der Staatsbeihilfen für private mittlere Schulen v. 9. April 1926.
（４）　P. Westhoff (Hrsg.), Verfassungsrecht der Deutschen Schule,1932, S.174.
（５）　W. Schuwerack, Die Privatschule in der Reichsverfassung vom 11. August 1919, 1928, S.9. 
W. Landè, Die Schule in der Reichsverfassung, 1929, S.145.
（６）　W. Landè, a.a.O. S.149. 詳しくは参照：U.v. Schlichting, Die Waimarer Schulartikel-Ihre 
Entstehung und Bedeutung, in:Internationales Jahrbuch für Geschichts-und Geogra-
phieuntericht, 1972, S.51ff.
（７）　H. Heckel, a.a.O. S.41.
（８）　Dokumentation: Das Finanzhilfe-Urteil des Bundesverfassunngsgerichts vom 8. April 1987, 
In: F. Müller / B. J. Heur (Hrsg.), Zukunftsperspektiven der Freien Schule, 1996, S.33.  L. T. 
Lemper, Privatschulfreiheit, 1989, S.39.
（９）　Dokumentation, a.a.O.S.33～S.34. L. T. Lemper, a.a.O.S.44～S.45.
（10）　H. Heckel, a.a.O.S.86～S.87. 所収.
（11）　Dokumentation, a.a.O.S.34～S.35.
（12）　各州の憲法条文は下記に依った。Sonderausgabe unter redaktioneller Verantwortung 
des Verlages C. H. Beck, Verfassunngen der deutschen Bundesländer, 5 Aufl. 出版年不詳。
（13）　ノルトライン・ウエストファーレン州では州憲法８条４項をうけて、1952年に学校制
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度 規 律 法（Gesetz zur Ordnung des Schulwesens im Lande Nordrhein-Westfalen vom 
8.4.1952）が制定され、そこにおいてこう明記された（42条）。
　　　「代替学校はその任務を遂行しその義務を履行するために必要な公的助成をうける権利
を有する。この助成金は教員の給与と年金ならびにその学校の教育活動を保障するため
に使用されるものとする」。
（14）　H. v. Mangoldt, Das Bonner Grundgesetz, 1953, Art.142 Anm.Ⅱ4. G. A. Zinn / E. Stein, Die 
Verfassung des Landes Hessen, 1954, S.102.
（15）　H. Heckel, a.a.O.S.42
（16）　H. Heckel, Grundgesetz und Schule, In: DÖV (1950), S.1ff. ders, Die Entwicklung des 
deutschen Schulrechts seit 1945, In: DVBl (1951), S.205ff.
（17）　H.Heckel, Grundbegriffe und Grundfragen des Privatschulrechts, In, DVBl (1951), S.495ff. 
ders, Die Bedeutung der Privatschule beim Aufbau eines demokratischen Schulwesens, 
In: Privatschule und Privatunterricht (1952), S.7ff. ders, Deutsches Privatschulrecht, 1955, 
S.253ff, u.a. ders, Schulrechtskunde, 1 Aufl. 1957, S.133ff. ders, Schulverwaltung, In: H. 
Peters (Hrsg.), Handbuch der kommunalen Wissenschaft und Praxis, Bd.2, 1957, S.110ff. 
ders. Entwicklungslinien im Privatschulrecht, In: DÖV (1964), S.595ff. ders. Schulrecht 
und Schulpolitik, 1967, S.120ff.
　　　なおヘッケルはその後も私学法域のモノグラフィーとして、たとえば、 Die deutschen 
Privatschulen nach dem Kriege, In: Freie Bildung und Erziehung (1970), S.212ff.などの論
稿を著わしている。
（18）　H. Susterhenn, Zur Frage der Subventionierung von Privatschulen, In: JZ (1952), S.474ff.
（19）　A. Köttgen, Subvention als Mittel der Verwaltung, In: DVBl (1953), S.485ff. A. Hamann, 
Die Schulaufsicht über Privatschulen, insbesondere Ersatzschulen, In: Rdj (1955), 
S.7ff. W. Geiger, Privatschulsubvention und Grundgesetz, In: RWS (1961), S.80ff. H. 
Peters, Elternrecht, Erziehung, Bildung und Schule, In: Bettermann u.a. (Hrsg.), Die 
Grundrechte,Band. Ⅳ1960, S.440ff. A. F. v.Campenhausen, Erziehungsauftrag und 
staatliche Schulträgerschaft, 1967, S.73ff.
　　　　なお J. P. フォーゲルの概括によれば、1950年代から60年代にかけての私学助成請
求権説の根拠は大きく次の３点に求められた。①高額な学校経費と授業料に対する基
本法上の制約によって、公費助成を伴わない私学制度の基本法上の保障は、単なる紙
上案でしかない。②私学は現実に公の教育課題を担っており、それによって教育上な
らびに財政上、国の負担を軽減している。③私学の生徒の親は公立学校財政のため
の税を負担すると同時に、当該私学へ「２回目の授業料」（zweitesmal Schulgeld）を
支払っている（J. P. Vogel, Die Gesetzgebung der Länder und der Stand der Debatte in 
Wissenschaft und höchstrichterlicher Rechtsprechung, In: F. Müller / B. J. Heur (Hrsg.), 
Zukunftsperspektiven der Freien Schule, 1996, S.24.）。
（20）　T. マウンツによれば、ヘッケルを始めとするこれらの所論は、「私学の自由」の憲法上
の保障から、単に国家による自由侵害に対する保護機能を超えて、私学設置者や親の
法益の保護を旨として、より積極的に国家による自由保障のための給付機能を導出し
ようとするものである（T. Maunz, Die staatliche Subventionierung freier Schulen, In: 
Essener Gespräche (9), 1975, S.65.）。
結　城　　　忠
324
（21）　R. Thoma, Die Subventionierung der Privatschulen im Rahmen des Art. 7GG, In: JZ (1951), 
S.777ff. 同旨： H. v.Mangoldt, Das Bonner Grundgesetz-Kommentar, 1953, Art.7 Anm. Ⅳ8.
（22）　G. Eiselt, Der Ersatzschulbegriff des Grundgesetzes und die Subventionierung und 
Privilegierung von Ersatzschulen nach Landesrecht, In: RWS（1961), S.297. W. Weber, 
Subventionierungspflicht des Staates zugunsten privater Schulen, In: NJW (1966), 
S.1978ff.
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In: DVBl (1952), S.207ff. 
（24）　H. Becker, Wer finanziert die kulturelle Freiheit, In: Merkur (1953), S.1164ff.
　　　ベッカーはその後この問題についてより直接に、「自由な学校の助成と保障」（Subvention 
und Garantie der freien Schule, 1956）という論文を公にしている
　　　（H. Becker, Quantität und Qualität Grundfragen der Bildungspolitik, 1968, S.107ff.所収）
（25）　Empfehlung des Deutschen Ausschusses für das Erziehungs-und Bildungswesen vom 
3. 12. 1954. [Zu Fragen des Privatschulwesens], H. Heckel, Deutsches Privatschulrecht, 
S.89ff. 所収。
（26）　BVerwG. Urt. v.11.3.1966. Urt.v.22.9.1967. Urt.v.30.8.1968. Urt.v.4.7.1969. Urt.v.30.3.1973. Urt.
v.13.11.1973. Urt.v.14.3.1975. Urt.v.11.4.1986. Urt. v.17.3.1988. これらの行政判例はすべて、J. 
P. Vogel / H. Knudsen (Hrsg.), Bildung und Erziehung in freier Trägerschaft, 2008, S147ff.
に収載されている.
（27）　 参 照：J. P. Vogel, a.a.O. In: F. Müller / B. J. Heur (Hrsg.), a.a.O.,S.18ff. ders. Zwischen 
struktureller Unmöglichkeit und Gefährdung der Institution Ersatzschulwesen. Die 
Rechtsprechung zur verfassungsrechtlichen Leistungspflicht des Staates gegenüber 
Ersatzschulen, In: F. Fufen / J. P. Vogel, Keine Zukunftsperspektiven für Schulen in freier 
Trägerschaft?, 2006, S.17ff. H. Knudsen (Hrsg.), SPE (Dritte Folge), 2007, S.236-1ff.
（28）　ハンブルク州私立学校法（1977年）は「私立学校は特別な形態と内容の教育によって公
的な学校制度を補充している」（１条）と確認したうえで、「国による財政援助」（18条）
と題して、こう規定していた。「財政的に困窮した代替学校の設置者は、申請により、
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